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１．事業の趣旨 

光学顕微鏡や分光学における先端的な技術は、これまで自然科学の各分野にブレークス

ルーをもたらし、20世紀にはレーザーや放射光などの新しい光源の出現によりそれらが著

しく加速しました。それらはさらに、観察対象の性質を調べる道具としてのみならず、光

による制御の技術を生み出し、光科学の広い分野への応用を可能としています。現在にお

いても光の新たな特性（例えば局在した光，光の角運動量や量子性など）に関する発見や

解明が進展を見せ、光イメージングにおいては多様な超解像の手法が創出されるなど、新

たな光操作技術や光計測技術の発展とその広い自然科学分野での応用が期待されていま

す。 

自然科学研究機構の共創戦略統括本部先端光科学研究分野では、光そのものの特性に関

する新原理の発見とそれに基づいた新装置の開発ではなく、「原理自体は（ほぼ）解明さ

れているが、生命科学や物質科学、その他自然科学諸分野への新原理の技術的応用が未到

なものに焦点を当て、新分野としての萌芽を探索し、展開を図る」ことを目的とし、新た

な分野融合的発想に基づく光技術の適用法や新技術開発につながる先駆的・挑戦的な萌芽

研究として「共同研究」、およびそれらを探索する「研究会」のプロジェクト提案を公募

します。 

 

２．公募の内容  

（１）プログラム 

①共同研究 

新たな分野融合的発想に基づく光技術の適用法や新技術開発につながる先駆

的・挑戦的な萌芽研究。 

・研究実施体制 

本プロジェクトに応募する研究代表者と研究に協力する連携研究者で研究を実

施するものとします。 

②研究会 

新たな分野融合的発想に基づく光技術の適用法や新技術開発につながる先駆

的・挑戦的な萌芽研究を探索するための研究会。 

・研究実施体制 

本プロジェクトに応募する研究代表者が研究会を実施するものとします。 

 

※ 研究代表者は、プロジェクト全体に係る責任を有するとともに、研究費の執行に

おける責任を担う者とします。 

採択後、自然科学研究機構と研究代表者の所属する研究機関との間で委託研究契

約（自然科学研究機構に属する研究機関を除く。）を締結し、研究代表者と所属研

究機関の責任のもとで共同研究及び研究会を実施していただきます。申請に当たっ
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ては、本プロジェクトの趣旨を十分に理解いただいた上で研究計画を立てて下さい。 

（２）プロジェクト研究期間  

採択通知日～２０２６年３月３１日 

（３）応募資格 

    プロジェクト経費の執行・管理を行うことが可能な研究機関に所属する研究者 

（４）金額 

①共同研究 １件 ３００万円を上限とする。 

②研究会  １件 ８０万円を上限とする 

（５）採択予定数 

若干数 

３．プロジェクト経費 

経費の使途 

  本プロジェクトを実施する上で直接必要となる経費（物品費、旅費、謝金等、そ

の他経費（印刷製本費、通信運搬費、会議費等））に使用することが出来ます。ま

た、プロジェクトの一環として研究会を開催する場合は、その経費に使用すること

が出来ます。 

 

各経費については、以下を参考としてください。 

（１）直接経費 

①  物品費 

物品を購入するための経費。（ただし、研究会は消耗品のみとします。） 

②  旅費 

研究代表者、連携研究者及びその他の研究協力者の海外・国内出張及び招へい

国内・海外旅行のための経費。 

③  謝金等 

研究への協力（資料整理、実験補助、翻訳・校閲、専門的知識・技術の提供等）

をする者に対し、謝金、報酬、賃金、派遣職員の対価への支払いのための経費。 

④  その他 

①～③の経費のほか、当該研究を実施するための経費。 

（例；通信費、運搬費、会議費（アルコール類を除く）、印刷費、製本費など） 

なお本事業の共同研究は、単なる設備の購入のみを目的とするもの、国内外の

研究者との交流のみを目的とするものなどは対象外です。設備備品費、旅費、謝金

等のいずれかの経費が全体の９０％を超えて計上されている場合には、研究計画

遂行上有効に使用されることが見込まれるかが厳しく審査されます。 

（２）間接経費 

 間接経費の措置はありません。 

 

４．申請方法 
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（１）申請は電子申請（NOUS）によって行います。（https://www.nins.jp/nous/） 

２０２５年４月７日に上記サイトに申請ページを掲載します。 

（２）申請期間 

２０２５年４月７日(月)１０時から２０２５年５月１６日（金）１７時までとしま

す。 

（３）留意事項 

応募者は、別添の委託研究契約書（ひな型）により、契約の締結が支障なく行える

ことを所属機関の事務担当者に確認の上、応募してください。 

 

５．審査等 

   本プロジェクトの審査は、申請情報に基づき、自然科学研究機構共創戦略統括本部先

端光科学研究分野教授会議で行います。審査は非公開で行われます。（採択された場合

は、採択情報が公開されます。） 

 

６．実施報告書及び研究の成果について 

 （１）実施報告書の提出について 

  実施報告書を２０２６年４月３０日又は中止の翌日から３０日以内のいずれか早い

方の日までに、電子メールで提出してください。 

（２）プロジェクト成果報告会 

  ２０２６年２～３月に開催予定のプロジェクト成果報告会において、研究代表者から

本プロジェクトの成果を発表いただきます。詳細については、採択者に別途通知します。 

（３）研究の成果について 

  論文等により本プロジェクトの成果を発表する場合には、論文等の謝辞に自然科学研

究機構共創戦略統括本部先端光科学研究分野のプロジェクト経費による研究の成果で

あることを必ず記載してください。 

 ※ 謝辞の例 

 （和文）本研究は、大学共同利用機関法人自然科学研究機構共創戦略統括本部先端光科

学研究分野プロジェクト（********）の助成を受けたものである。 

 （英文）This work is supported by Frontier Photonic Sciences Project of National 

Institutes of Natural Sciences (NINS)  (Grant Number ********). 

 （「********」は課題番号（採択通知に記載します。） 

 

７．その他 

本公募に関するご質問等がありましたら、下記にご連絡ください。 

自然科学研究機構 事務局研究協力課研究支援係（共創戦略統括本部事務担当） 

TEL：03-5425-1325 

FAX：03-5425-2049 

E-mail：nins-kenkyu[at]nins.jp 



 

 

（別添） 

委託研究契約書（ひな型） 

 

 委託者 大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「甲」という。）と受託者 ●●●●●●●●

大学（以下「乙」という。）は、別紙「プロジェクト実施計画書」（以下「実施計画書」という。）の研

究を実施するために、次のとおり委託研究契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（定義） 

第１条 本契約において、次の各号に掲げる用語の定義は当該各号に定めるところとする。 

 一 研究担当者とは、実施計画書に掲げる「研究代表者」、「連携研究者」をいう。 

 二 研究代表者とは、乙に所属し本契約の実施計画書に掲げる研究の遂行に関して責任を持つ研究者

をいう。 

 三 連携研究者とは、第一号の「研究担当者」のうち研究代表者以外の者であって、甲の同意を得た上

で本委託研究に協力する者をいう。 

 

（委託研究の実施） 

第２条 甲は、実施計画書の研究の実施を乙に委託する。 

 

（委託研究費の額） 

第３条 甲は、委託研究費として 

金 ●，●●●，●●●円（消費税及び地方消費税含む。） 

の範囲内において乙に支払うものとする。 

２ 経費の内訳は実施計画書に沿うものとする。 

 

（委託研究費の支払い） 

第４条 甲は、本契約に基づき、委託研究の終了後、乙の発行する請求書により、委託研究費の全額を一

括して支払うものとする。ただし、甲は、必要があると認められるときは、前払いをすることができる。 

２ 甲は、前項の請求書を受理した日の翌月末日までに支払うものとする。 

 

（経理） 

第５条 委託研究費の経理は、乙における会計規程等の定めるところにより乙が行い，帳簿を備え、収支

状況を記載し、その支出を証する書類を整理・保管し、甲の求めに応じ閲覧に供する用意をしておかな

ければならない。 

２ 本契約に関し甲が必要と認める場合は、乙に理由を示し調査を求め又は自ら調査することができる

ものとし、乙はこれに協力しなければならない。 

３ 乙は、本委託研究の実施に使用した委託研究費の経理書類を、委託研究完了の年度の翌年度から５年

間保管しなければならない。 

 



 

 

（委託研究費により取得した備品等の帰属） 

第６条 委託研究費により取得した設備・備品等の所有権は、乙に帰属するものとする。 

 

（再委託） 

第７条 乙は、委託研究の全部を第三者に委託してはならない。 

２ 乙は、再委託（委託研究の一部を第三者に委託することをいい、外注及び請負を含む。以下同じ。）

してはならない。 

 

（実施報告書） 

第８条 乙は、２０２６年４月３０日又は中止の翌日から３０日以内のいずれか早い方の日までに本委

託研究に係る実施報告書を甲に提出するものとする。 

 

（知的財産の帰属等） 

第９条 乙は、乙に属する研究担当者が本研究の結果、単独で発明その他の知的財産権の創出を行ったと

きは、甲に報告のうえ、乙の定める知的財産関連規程の定める手続きに従い単独で出願等の手続きがで

きるものとする。ただし、乙が乙に属する研究担当者から権利を承継しない場合には当該研究担当者が

単独で出願等の手続きを行うことができるものとする。この場合、出願手続き及び権利保全等に要する

費用は、出願等を行おうとする者が負担するものとする。 

２ 乙は、知的財産権の創出を行ったときは、遅滞なく、その旨を甲に報告するものとする。 

３ 第２項の知的財産権が乙に帰属した場合、甲は、学術研究の用に供する目的で当該知的財産を無償で

使用できるものとする。 

４ 第２項の知的財産権が乙に帰属した場合で、乙が当該知的財産権を相当期間使用しておらず、かつ甲

から求めがあった場合は、乙は当該知的財産権を利用する権利を第三者に許諾するものとする。 

５ 乙は、当該知的財産権の移転等を行う場合は、あらかじめ甲の承認を受けることとする。 

 

（契約の解除等） 

第１０条 甲は、次の各号に該当する場合、直ちに本契約を解除することができるものとする。 

 一 乙又は研究担当者が、本契約に違反し、又は本契約の履行に関し不当な行為又は委託研究費の不正

使用が認められたとき 

  二 乙又は研究担当者が、本委託研究の目的を達成することが不可能となったとき 

２ 乙は、甲が委託研究費を所定の支払期限までに支払わないときは、本契約を解除することができる。 

 

（委託研究費の返還等） 

第１１条 甲は、前条第１項の規定により本契約を解除する場合には、解除の期日を指定した上で、第８

条の規定に従い、乙から実施報告書を提出させるとともに、委託研究費の全部又は一部を返還させるこ

とができる。 

２ 甲は、本契約の研究期間が満了した後において、前条第１項に定める解除事由に相当する事実が認め

られた場合は、前項に準じ委託研究費の返還を求めることができる。 



 

 

３ 委託研究費の額に残額が生じた場合、又は第４条により支払いを受けた委託研究費が第５条第２項

の調査により確定した委託研究費の額を超えた場合は、甲の指示に従い、乙は速やかにその残額又は超

えた額を返還しなければならない。 

４ 前条第１項により本契約が解除された結果、乙が、甲又は第三者に損害を与えたときには乙がその賠

償の責任を負う。 

 

（延滞金） 

第１２条 乙は、第１１条第１項及び第２項の規定により委託研究費を返還するにあたり、甲の定めた期

限内に返還しなかったときは、期限の翌日から起算して納入した日までの日数に応じ、その未納入額に

つき年５％の割合で計算した延滞金を甲に納入しなければならない。 

２ 甲は、前項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、延滞金の全部又は一部を免除

することができる。 

 

（不正、不当な行為又は委託研究費の不正使用に係る調査の実施） 

第１３条 乙は、本契約に違反し、又は本契約の履行に関し不正、不当な行為又は委託研究費の不正使用

があった場合（これらの疑いのある場合を含む。）には、速やかに調査を実施し、その結果を甲に報告

するものとする。 

 

（不正、不当に伴う返還金にかかる加算金） 

第１４条 乙は、第１３条に基づく調査の結果、第１０条第１項及び第１１条第１項の規定により委託研

究費の返還を命ぜられたときは、返還金にかかる委託研究費の受領の日から起算し、返還金を納入した

日までの日数に応じ、返還金の額（その一部を納入した場合におけるその後の期間については、既納額

を控除した額）につき年３％の割合で計算した加算金を甲に納入しなければならない。 

２ 甲は、前項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、加算金の全部又は一部を免除

することができる。 

 

（秘密の保持） 

第１５条 甲又は乙は、本委託研究を実施するにあたり知り得た相手方の秘密については、事前の書面に

よる同意なく他に漏らしてはならない。 

 

（研究成果の公開） 

第１６条 本委託研究の成果は、原則として公表するものとする。ただし、公表の時期・方法などについ

ては、甲乙協議の上決定するものとする。 

 

（損害賠償） 

第１７条 甲又は乙は、故意又は過失（研究担当者その他本契約に基づく研究及び関連する業務に従事し

ている組織内の人員の故意又は重大な過失を含む。）により相手方又は第三者に損害を与えたときに

は、その損害に対して賠償しなければならない。 



 

 

 

（契約の有効期間） 

第１８条 本契約の有効期間は、実施計画書に記載の研究期間（２０２５年●●月●●日～２０２６年３

月３１日）とする。 

２ 本契約の終了後又は解除後も、第５条、第９条、第１１条及び第１５条から第２０条の規定は、当該

条項に定める期間又は対象事項が全て消滅するまで有効に存続する。 

 

（協議） 

第１９条 本契約に定めのない事項については、これを定める必要があるときは、甲乙協議の上定めるも

のとする。 

 

（裁判管轄） 

第２０条 本契約に関する訴えは、甲の所在地とする東京地方裁判所の管轄に属する。 

 

 

本契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保管するものとする。 

 

 

 

２０２５年●●月●●日 

 

 

 

                 （甲） 東京都三鷹市大沢２丁目２１番１号 

                         大学共同利用機関法人自然科学研究機構 

                     機構長  川 合 眞 紀 

 

 

                                  （乙）  ●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

                                          ●●●●●●●●●●●● 

                                          ●●●  ● ● ● ● 

 


